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大分市「人権を考える講演会」を開催します 

 
第 12 号 

2012 

Aug 

 大分市では、毎年「人権を考える講演会」を開催しています。「格差の拡大と深刻化する貧困等の

問題を抱える社会において、企業に求められるもの（同和問題の解決に向けた取り組みから学ぶべき

もの）」「企業が人権教育、啓発をする意味」といった内容について講演をしていただく予定です。 

 ぜひ、ご参加下さい！ 

 

【日 時】平成２４年８月２４日（金） 開場：１３：００～ 

講演：１３：３０～ 

【会 場】コンパルホール 文化ホール 

【演 題】「今日の社会情勢と企業の人権課題」～ＣＳＲとコンプライアンスの視点で～ 
【講 師】北口 末広 氏 

 
  ≪講師プロフィール≫ 

   近畿大学教授 

  １９５６年大阪市生まれ  京都大学大学院修了（法学研究科修士課程）国際法専攻 

  現在、大阪府同和問題解決推進審議会委員  大阪府人権教育推進懇話会委員 

  (財)アジア・太平洋人権情報センター評議員  (財)大阪市教育振興公社理事 

  (社福)リベルタ理事長  ニューメディア人権機構理事 

  NPO 多民族共生人権教育センター理事 他 

   （編著書） 

    「入門部落問題一問一答（１）」日本語版・英語版（単著） 「人権社会のシステムを」 

（人権ブックレット５５）（単著） 「人権の時代をひらく－改革へのヒント」（単著） 

「人権の時代をひらく－創造へのヒント」（単著） 「人権相談ハンドブック－暮らし 

に役立つ Q&A」（共著） 「変革の時代－人権システム創造のために」（単著） 「人 

権相談テキストブック」（共著） 「必携エセ同和行為にどう対応するか」（共著）  

「格差拡大の時代－部落差別をなくすために」（単著） 「ゆがむメディア－政治・人 

権報道を考える」（単著） 「２１世紀と人権－科学技術・メディア・格差社会につい 

て考える」（単著） 

 

【対 象】公正採用選考人権啓発推進員、事業所で人権研修、啓発業務に関わる方 

       一般の方も参加できます。 

【申込方法】事前の申し込みは特に必要ありません。 

      ※公正採用選考人権啓発推進員の方は、別途ハローワーク 

      大分から案内が届きますので、その指示に従ってください。 

【参 加 料】無料 

【主 催】大分市教育委員会、ハローワーク大分 

 

☆詳細は、下記へお問い合わせください！ 

【お問い合わせ先】 

 大分市教育委員会 人権・同和教育課  ＴＥＬ：０９７－５３７－５６５１ 

 ハローワーク大分 事業所援助部門   ＴＥＬ：０９７－５３４－８６０９（内線：６９） 

 大分市商工農政部 商工労政課     ＴＥＬ：０９７－５３７－５９６４ 



７月から改正育児・介護休業法が全面施行されました 

 定年後の「豊かでゆとりのある生活」には、それを実現するための準備期間や、なにより情報が大

切です。本セミナーでは、定年後の「生きがい発見」につながる様々な活動を紹介します。 

 第 1 回のセミナーでは、草刈初心者から技術力アップを目指す方まで、基本技術の習得へ向けて、

熟練技術者が丁寧に指導いたします。初心者、女性の方もぜひご参加ください！ 

 

【開催日時】平成２４年９月８日（土）午前１０時～正午 

 ※雨天中止 

【場 所】府内大橋下河川敷（右図参照） 

【内 容】草刈機による草刈実践講習 

【対 象 者】草刈技術を習得したい中高年の大分市民の方 

【募集人数】２０人（先着順） 

【参 加 料】無料 
【持 ち 物】長袖、長ズボン、長靴、帽子、軍手、タオルを 

各自で準備してください。草刈機、草刈用ゴー 

グルをお持ちの方は持参してください。 

【申込方法】電話・ＦＡＸ・メールで、氏名・年齢・電話番号を商工労政課へご連絡ください。 

【申込期間】平成２４年８月３１日（金）まで（※定員に達し次第、募集を締め切ります。） 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

 大分市 商工労政課  ＴＥＬ：０９７－５３７－５９６４  FAX：０９７－５３３－９０７７

            メール：rousei@city.oita.oita.jp 

 

 

 

 大分市では、団塊世代をはじめとする元気で意欲のある中高年の方々に、「就労」や「農業」、「生き

がい」、「健康」など幅広い分野の相談に応じ、地域社会においてより豊かな毎日を過ごせるように、

各種相談に応じた個別のアドバイスや情報提供を行っています。この「応援ブック」は、そんな各種

応援事業を一堂に紹介しています。あなたのより豊かで、ゆとりのあるセカンドライフのために、ぜ

ひお役立てください！ 

 

【主な掲載内容】 

 健康・介護（生活習慣病、地域包括支援センター紹介など） 

地域活動・ボランティア活動（市人材バンク、防災士など） 

仕事（融資制度、市シルバー人材センター紹介など） 

趣味・いきがい（農業、総合型地域スポーツクラブなど） 

 

【配布場所】 

 市役所（９階 商工労政課、１階 ブックスタンドなど） 

 支所・出張所・連絡所・公民館 

 大分市シルバー人材センター  など 

 

☆詳細は、下記へお問い合わせください！ 

【お問い合わせ先】 

 大分市 商工労政課  ＴＥＬ：０９７－５３７－５９６４ 

※大分市ホームページでも閲覧することができます。 

（ → http;//www.city.oita.oita.jp/www/contents/1202174166643/index.html ） 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

男女ともに、仕事と家庭の両立ができる働き方の実現を目指し、平成２１年、育児・介護休業法が

改正されました。平成２４年７月１日より、これまで適用が猶予されていた以下の制度が従業員数が

１００人以下の事業主にも適用になります。 

 

１．短時間勤務制度（所定労働時間の短縮措置） 
・事業主は、３歳に満たない子を養育する従業員について、従業員が希望すれば利用できる、短時

間勤務制度を設けなければなりません。 

・短時間勤務制度は、就業規則に規定される等、制度化された状態になっていることが必要であり、

運用で行われているだけでは不十分です。 

・短時間勤務制度は、１日の労働時間を原則として６時間（５時間４５分から６時間まで）とする

措置を含むものとしなければなりません。 

【対象となる従業員】 

 短時間勤務制度の対象となる従業員は、以下のいずれにも該当する男女従業員です。 

 ①３歳未満の子を養育する従業員であって、短時間勤務をする期間に育児休業をしていないこと。

 ②日々雇用される労働者でないこと。 

 ③１日の所定労働時間が６時間以下でないこと。 

 ④労使協定により適用除外とされた従業員でないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．所定外労働の制限 
・３歳に満たない子を養育する従業員が申し出た場合には、事業主は、所定労働時間を超えて労働

させてはなりません。 

【対象となる従業員】 

 原則として３歳に満たない子を養育する全ての男女従業員（日々雇用者を除く。）が対象となりま

す。ただし、勤続年数１年未満の従業員と週の所定労働日数が２日以下の従業員については、労

使協定がある場合には対象となりません。 

 

３．介護休暇 
・要介護状態にある対象家族の介護その他の世話を行う従業員は、事業主に申し出ることにより、

対象家族が１人であれば年に５日まで、２人以上であれば年に１０日まで、１日単位で休暇を取

得することができます。 

・介護休暇は、労働基準法で定める年次有給休暇とは別に与える必要があります。 

 【対象となる従業員】 

  原則として、対象家族の介護、その他の世話をする全ての男女従業員（日々雇用者を除く。）が対

象となります。ただし、勤続年数６か月未満の従業員と週の所定労働日数が２日以下の従業員に

ついては、労使協定がある場合には対象となりません。 

 

※育児・介護休業法に関する情報は、厚生労働省のホームページで紹介しています。 

 ( → http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/07/tp0701-1.html ) 

 

☆詳細は、下記へお問い合わせください！ 

【お問い合わせ先】 

 大分労働局 雇用均等室  TEL：０９７－５３２－４０２５ 

第１回セカンドライフセミナーを開催します 

“シニア世代の応援ＢＯＯＫ”をご利用ください 

駐 車 場
講 習 会 場

大 分 川

至 宮 崎 方 面

至 市 内 中 心 部 方 面

府
内
大
橋

以下のア）～ウ）の従業員は労使協定により適用除外とすることができます。 

 ア）当該事業主に引き続き雇用された期間が１年に満たない従業員 

 イ）１週間の所定労働日数が２日以下の従業員 

 ウ）業務の性質又は業務の実施体制に照らして、短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる業務に従事する従業員 

 ※このうち、ウ）に該当する従業員を適用除外とした場合、事業主は、代替措置として、以下のいずれかの制度を講じなけ

ればなりません。 

 （a）育児休業に関する制度に準ずる措置 

（b）フレックスタイム制度 

（c）始業・終業時間の繰上げ・繰下げ（時差出勤の制度） 

（d）従業員の３歳に満たない子に係る保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与 

～今後の予定～ 

第２回「プロの腕前を身につける。剪定技術講座」（平成２４年１０月２７日開催予定） 

第 3 回「介護予防に関する基礎知識講座」（平成２５年１月２６日開催予定） 


